
〔博士論文要約〕 

 

 

 

 

 

「共生社会」実現のための教育に関する研究 

― ―南アフリカ共和国西ケープ州の高等学校を事例として 
 

 

 

 

平成 28 年度 

 

 

 

 

坂 口 真 康 

筑波大学大学院人間総合科学研究科 

ヒューマン・ケア科学専攻 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

１．問題の所在と研究の目的 

本研究の目的は、南アフリカ共和国（以下、南ア）西ケープ州の高等学校における

「共生社会」実現のための教育を事例として、既存の「共生社会」論ならびに「共生

教育」論を理論的に補強することである。 

昨今、グローバル化などによる社会の多様化により、「共生社会」（あるいは「共生」）

概念が着目され、様々な議論や取り組みが行われてきた。そのような中、「共生」概念

については、多方面で普及したことで、その意味が「厳密」に使われることなく拡散

していることが批判され（野口 2003: 22）、概念の理論的強化や補強を図るために、

個別の文脈をもとにした研究が展開されてきた（野口・柏木編 2003；岡本・田中編 2011

など）。しかし、未だに取り上げられてこなかった個別の文脈も存在する。本研究では、

そのような文脈の１つであり、「世界の縮図」（峯 1998: 57）ともされる南アに着目す

る。具体的には、本研究では、南アの「共生」の実践と既存の「共生」の議論を比較

することで――これまでの研究とは異なる文脈の実践をもとに理論を可視化すること

で――「共生」論を補強することが目的となる。 

 

２．研究課題と研究方法 

上述した研究の目的を達成するために、本研究では、以下の４つの課題を設定した。

それらは、既存の「共生社会」論および「共生教育」論の理論的検討を行うこと（【研

究課題①】）、ポスト・アパルトヘイト時代の南アで営まれてきた「共生社会」実現の

ための取り組みの歴史的変遷について明らかにすること（【研究課題②】）、南ア西ケ

ープ州の高等学校を事例として、学習者および教育者の視点から「共生社会」

実現のための教育の実践の特徴について明らかにすること（【研究課題③】）、

南アの事例をもとにして、既存の「共生社会」論ならびに「共生教育」論の理論的補

強を図ること（【研究課題④】）、である。 

【研究課題①】については、主に先行研究を対象とした文献研究を研究方法として

採用した（第１章）。 

【研究課題②】については、先行研究ならびに政府文書を対象とした文献研究を研

究方法として採用した（第２章と第３章）。 

【研究課題③】については、南ア西ケープ州の高等学校３校におけるフィールド・

ワークを研究方法として採用した（第４章、第５章と第６章）。具体的には、2012 年

から 2014 年にかけて、毎年夏季（南アでは冬季）に数週間にわたり、学習者（計 63

名）と教育者（計 21名）を対象としたインタヴュー調査（英語による半構造化面接）、

学習者 1,520 名を対象とした質問紙調査（2013 年のみ実施）ならびに授業観察（計 96

回）を実施した。インタヴュー調査の目的は、現在の南アにおいて「共生」や人種差

別はどのように捉えられているのか、「共生」／人種差別克服のための鍵／障壁はどの
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ように捉えられているのか、南アの高等学校において「共生社会」実現のための教育

の中心的な役割を担っていると考えられる教科であるLife Orientationの教育／学習

はどのように捉えられ、行われているのか、などについて明らかにすることであった。

また質問紙調査の目的は、Life Orientation の取り組みを中心とした学習者の学習経

験が、学習者の「共生社会」への志向性（人種差別に関する態度など）とどのように

関連しているのかなどを明らかにすることであった。授業観察の目的は、「共生社会」

のための教育という観点から、授業の内容、学習者同士や学習者と教員とのやりとり

を描き出し、Life Orientation の「共生」の実践としての特徴を可視化することであ

った。 

【研究課題④】については、【研究課題①】から【研究課題③】までの分析結果を総

合的に考察することにより、南アの「共生」の実践を既存の「共生」論へと還元する

という手法を採用した（第７章）。 

 

３．研究（各章）の概要 

序章の概要 

序章では、研究の目的、問題の所在、研究の意義、研究課題、研究方法および研究

上の立ち位置について提示した。そこでは主に、上述した目的を達成するために、本

研究においては、前述した４つの課題を設定することを示した。また、序章では、南

アが既存のアングロ・サクソン／ケルト型の多文化社会とは異なる形態の社会である

ことに加えて、「多様性の中での統合」（Bentley & Habib 2008: 5）が理念とされる「南

ア憲法」と、第１章で提示する「共生」論が親和的である点などを挙げつつ、南アの

「共生」の実践に着目して「共生」論の理論的な補強をする上での意義を提示した。 

 

第１章の概要 

 第１章では、「多文化主義」と「共生」を巡る先行研究の検討を通じて、本研究の理

論的枠組みを構築することを目的とした（【研究課題①】）。 

そこでは、第１に、「多文化主義」が文化的多様性を称賛するために法的保障や多文

化教育を実施することにより、マイノリティのマジョリティへの同化を防ぎ、マイノリ

ティに対する差別やマイノリティが受けている不公正や不利益を是正するために生ま

れた概念（e.g. Uberoi 2008）であることを指摘した。 

そして第２に、それらの取り組みについては、「マイノリティ集団の間に存在する差

異を見落とした過度の一般化」（Kymlicka 1995=1998: 14）、や、マジョリティ－マイノ

リティの優劣関係を維持した特定の文化の他の文化への押しつけ（Tayler 1992 

[1994]=1996: 87）、さらには、「多文化主義」が「多元性を称揚する一元性」（岡本 2008: 

85）の側面を持つという批判がすでに展開されていることを明らかにした。 
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その上で、第３に、「多文化主義」におけるカテゴリの固定化による力関係の固定化

と、ナショナルな枠組みを前提とすることにより排除される人々を生み出すという課題

を乗り越えるために、社会的カテゴリを固定的なものとしては捉えない「新しい文化観」

（加藤 2003: 77）が必要であることを提示した。 

そして第４に、「新しい文化観」のもとで「多文化主義」の限界を超えうる可能性を

秘めている概念の中でも、その語り易さゆえに他の概念よりも多岐に渡って使用されて

いる（野口 2003: 22）概念である「共生」に、本研究は焦点を当てることを提示した。 

また第５に、「新しい文化観」のもとで「多文化主義」の限界を乗り越えるためには、

調和がイメージされた「共生」論ではなく、コンフリクトを含む「共生」論（井上ほか 

1992 など）を主軸に現代社会で営まれている「共生」を捉える必要があることを指摘し

た。 

そして最後に、既存の「共生」概念を巡る議論（野口・柏木編 2003；岡本・田中編 2011；

岡本 2013 など）の整理からは、「多文化主義」の限界を超えうる「共生」論とは、他者

の「差異」を前提としながらもその「差異」を生み出す社会的カテゴリは更新可能なも

のである（①）からこそ、終わりのあるゴール概念ではなくプロセス概念（②）となり、

社会的カテゴリが固定化されないプロセス概念だからこそ、新たな他者を想定し歓迎す

る場が設けられている必要があるために、他者との出会いによって生じうるコンフリク

トを内包（③）する概念であるということを指摘した。その上で、本研究では、「共生」

という名の下で、主に多様な価値の尊重と社会のまとまりはどのように確保されようと

しているのか、すなわち、「多様性の尊重」と「社会の凝集性」（岡本 2013: 120, 129）

は、どのように実現されようとしているのかに焦点を当てた分析を行うことを提示した。 

また、第１章では、藤田（1995）の「共生社会への構えと実践力の形成」は、とり

わけ高等学校段階での中心的な学習課題であるとする議論をもとにして、本研究にお

いては、「共生」のための教育を分析する際には、高等学校段階の教育に焦点を当てる

という点を提示した。 

 

第２章の概要 

第２章では、先行研究をもとに、南アにおけるアパルトヘイトによる異なる諸集団の

分断の歴史について整理し、現在の南アにおいて誰と誰の「共生」がどのように目指さ

れ、取り組まれているのかについて明らかにすることを目的とした（【研究課題②】）。 

そこでは第１に、アパルトヘイト体制下の歴史に関する先行研究（e.g. Thompson 

2000=2009）の整理から、「分離発展」の理念のもと「人種」カテゴリにごとに集団が分

断されたこと、そして、アパルトヘイトによって生じた「人種」集団間のコンフリクト

が単に「白人対黒人」の構図に留まらずに、「白人対白人」そして「黒人対黒人」の構

図も含み込んでいたことを提示した――そのような構図は、現在の南アにおける異なる
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「人種」間の「共生」が、一筋縄ではいかない様相を示していると言える。 

第２に、ポスト・アパルトヘイト時代の南アを２つの時代区分（1994 年から 1999 年

までの南アを指揮したネルソン・マンデラ政権と 1999 年から 2008 年までを指揮したタ

ーボ・ムベキ政権に分けて、それぞれの時代において、異なる集団間の「共生」がどの

ような理念のもとで目指され取り組まれてきたのかについて明らかにした。そこでは、

マンデラ政権期においては、「１つのネイション、多くの文化（one nation, many 

cultures）」（Moodley 2004: 1027）というスローガンのもと、「国民形成」、「反人種主

義」、「和解」の３つが中心概念として掲げられ、過去の被害者と加害者が「どのように

共生できるか」（Moodley 2004: 1034）が課題となったことを指摘した。また、マンデ

ラ政権の具体的な活動としては、1995 年のラグビーの W杯（ワールド・カップ）では「虹

のネイション」という南ア型の「多文化主義」理念のもとであらゆる「人種」集団の人々

を南アというナショナリティで包摂する取り組みが行われたこと（Mistry 2001: 10）、

1996 年に制定された「南ア憲法」では「開かれた」（Mistry 2001: 11）ネイション観が

明確に提示されていること、「癒し」、「ウブントゥ」、「修復的司法（回復をめざす正義」

がスローガンとして掲げられた（阿部 2007: 249）、1996 年から 1998 年までの TRC（真

実和解委員会）の活動では、アパルトヘイトによる加害者と被害者が複層的なものであ

るという見解を共有しようとする試みなどが行われ、最終的には、TRC 後の南アにおい

て、人々は「日々の生活の中で共に生きることを学ぶことが現実だということに気づい

た」（Tihanyi & Du Toit 2005: 26）とされていることを指摘した。 

そして第３に、ムベキ政権においては、「アフリカン・ルネサンス（“The African 

Renaissance”）」というスローガンのもと、「過去のアフリカの栄光と失われた伝統」を

再興させるという理念が掲げられ（Mistry 2001: 8-9, 11-12）、国内の問題への取り組

みのみではなく、国外と関連した課題への取り組みも課題とされ（Bekker & Leildé 2003: 

123）、南ア国外の人々とどのように「共生」できるかが中心的な課題であったことを指

摘した。そしてムベキ政権期には、マンデラ政権期に核を担っていた国民形成プロジェ

クトの反動として（Crush 2000）、アフリカ大陸からの移民に対するゼノフォビアに根

差した暴力的事件が問題として浮かび上がり、それらに対処するための取り組みが営ま

れていたことが指摘されてきた（佐藤 2010 など）ことを提示した。 

 

第３章の概要 

第３章では、アパルトヘイト時代に生じた人種集団間のコンフリクトとポスト・アパ

ルトヘイト時代に新たに生じた異なるナショナリティ間のコンフリクトを乗り越える

ために、南アにおいては教育に大きな期待が寄せられ、重視されてきたこと（e.g. Crush 

2000）を踏まえて、そのような教育がいかに営まれようとしているのかについて明らか

にした（【研究課題②】）。 



5 

そこでは、1994 年以降、南アでは抜本的な教育制度改革が行われてきたが、例えば、

2000年代前半に、マンデラ政権下に制定されたカリキュラムの改革が行われたことは、

南アの「共生」のための教育を語る上で重要な出来事であったことを指摘した。なぜ

なら、カリキュラム改革（DoE 2002; DoE 2003a; DoE 2003b）により、南アの新しい

教育制度の設立において最も成功した取り組みの１つ（Prinsloo 2007: 169）とされ

る Life Orientation という名の教科が、高等学校において初めて導入されたからであ

る。 

そのことを踏まえて第３章では、高等学校段階の Life Orientation の理念について

分析し、本教科では、自己、他者や社会に関する知識、価値観、態度やスキルといっ

た多面的な観点からアプローチすることにより、学習者に「彼／彼女たちの憲法上の

権利や責任を行使する方法、他者の権利を尊重する方法、多様性、健康やウェル・ビ

ーイングを尊重する方法を知る」（DoE 2003a: 45）ことが可能となる機会などが提供

されていることなどを明らかにした。加えて、「多様性の中での統合」（Bentley & Habib 

2008: 5）を理念に掲げたとされる「南ア憲法」の体現を目指す Life Orientation は、

前述した「共生」論との親和性が見られることからも、現在の南アにおいて「共生」

のための教育の一翼を担っていると捉えることができるという点を提示し、本研究で

は、後述する調査の分析では、Life Orientation の教員の語りや授業を巡る学習者の

語りに着目することを提示した。 

そして第３章では、Life Orientation に関する先行研究（e.g. Adewumi 2014; Jacobs 

2011; Prinsloo 2007）においては、学校教育全体の中、あるいは学習者の生活世界全

体の中に Life Orientation を位置づけ、学習者の視点から本教科を分析し（なおかつ

教育者の視点も組み込み）、定量的および定性的に「共生」という観点から、本教科を

多角的に分析することは行われてこなかった（そのような研究は、管見の限り現在ま

でなされてこなかった）ことを指摘した。また、学習者の視点に立った Life 

Orientation に関する研究はこれまでほとんど行われておらず、その取り組みの効果

を測る研究が求められているとされ（Jacobs 2011: 221）、カリキュラム開発者は、Life 

Orientation の授業の効果を測るより効果的な方法を編み出す必要がある（Adewumi 

2014: 466）とされていることを踏まえたフィールド・ワークを南アにて実施すること

を示した。 

具体的には、本研究のフィールド・ワークにおいては、先行研究における限界を意

識しつつ、コンフリクトを含むものとしての「共生」という観点から、教育者と学習

者の双方を対象として調査を行うことにより、「共生」という観点から Life 

Orientation の「効果」についての分析することを試みることを提示した。 
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第４章の概要 

 第４章では、フィールド・ワークの概要を提示するとともに、南アの「共生」のた

めの取り組みについて考察するために、南ア西ケープ州に位置する高等学校に通う学

習者と教育者の語りをもとにして、「共生」概念に対する認識ならびにその実現のため

の教育の特徴について、特に第３章で取り上げた Life Orientation の取り組みを中心

に考察した。そこでは、主に以下の点が示された。 

第１に、「共生社会」に「美しい」イメージが付与されながらも、南アの現実はその

ようにはなっていないこと、「共生」を営む上でコンフリクトが存在することが学習者

と教育者に自覚されている様子がうかがえることを指摘した。そして、そのようなコ

ンフリクトの具体的な場面として、アパルトヘイトが生み出した「人種」カテゴリと

差別を巡り、人々の認識間にコンフリクトが存在することを指摘した（例えば、積極

的差別是正措置に対する賛意や差別に対する認識間のコンフリクトの存在）。 

第２に、アパルトヘイトの負の遺産による認識間のコンフリクトが存在する中で、

現在の南アの高等学校においては、自他の「違い」が前提とされた教育が営まれてお

り、他者の認識を変えることはできないという見解のもとで、自他の中にアパルトヘ

イトから引きずられてきた人種差別という負の遺産があるということを認めた中で教

育が営まれている側面があることが明らかとなった。すなわち、思考の相違を前提と

した上で、コンフリクトを前提とし、それを受け入れるための教育が営まれている側

面が浮き彫りとなったのである。 

第３に、「同化」の原理と対立する「共生」においては、「どのような違いを認め合

うのかという点が問題」（野口 2003: 32）になるとされてきたが、第４章の分析から

は、いかなる認識の違いをも認めるのが、南アの「共生」の一形態であることが示唆

された。しかし、あらゆる認識が表出されていては「共生」を営むことができないた

め、差別的な認識であってもそれが内面に留まる限りは個人の信条としてその存在を

認めるが、自他を生命の危険にさらす振る舞いとして外面に表出されることは許容し

ないという形での「共生」が営まれている側面があることを指摘した。 

第４に、第４章の分析からは、他者の思考を変容することが困難であるという認識

が前提となった際に生じうる暴力などの人種差別が行動として表出される状況から身

を遠ざける際には、「トラブル」を避ける、「命の危険」から身を守る、といった動機

が働いている側面があることを指摘した。そして、その点において、現在の南アの「共

生」は、「共に生き延びる
．．．．．

」ための営みという側面を有していることを指摘した。 

そして第５に、既存の「共生」を巡る議論においては、「仲良く」なることが前面に

押し出された「美しい」言葉としての「共生」が批判されてきたが（野口・柏木編 2003

など）、第４章で取り上げた学習者と教育者は、自他の「違い」と目まぐるしく出合う

多文化社会を生きる上で、「美しい」言葉で語られる「共生社会」を想像することと、
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実際の社会において緊迫した状況の中で他者と「共生」することを明確に使い分けて

いる可能性があることを指摘した。そして、そのような切り分けがされている背後に

は、南アにおいて「共生」に取り組むことには――アパルトヘイトを乗り越えるため

には――、時間が必要であるという認識が抱かれている側面があることを指摘した。 

 

第５章の概要 

 第５章では、2013 年に学習者（1,520 名）を対象に実施した質問紙調査の分析結果

を示した。そこでは、主に以下の点が明らかとなった。 

第１に、高等学校における Life Orientation の学習により他者との関係の変化を経

験することと学習者の学校における人種差別的振る舞いに「抑止的」志向を抱く傾向

に関連（クロス集計）が見られたという点である（「回避的」志向を参照カテゴリとし、

基本属性や社会経験といった他の項目と比較分析（多項ロジスティック回帰分析）し

た際にも、相対的に強い関連が見られた）。すなわち、Life Orientation の学習によ

り他者との関係の変化を経験した学習者は、そうではない学習者と比べると、少なく

とも、学校における人種差別的振る舞いに対して、「回避的」よりも「抑止的」志向に

なる傾向との強い関連が見られるという結果が示されたのである。そしてそのことか

ら、第５章では、現在の南ア（西ケープ州）の高等学校において、Life Orientation

が、学習者の態度や振る舞いの変化という観点から、一定の役割を果たしていること

を指摘した。 

第２に、高等学校における Life Orientation の学習経験による他者との関係の変化

と差別的振る舞いに対する行動志向との関連は、基本属性や社会経験と比較した中で

分析すると、学校という場所、そして人種差別的振る舞いに限定されていたことから、

本教科の直接的に力の及ぶ範囲が、場所と対象の限定性を持っているのではないかと

いうことを指摘した（家庭／地域における人種差別的振る舞いに対する行動志向や家

庭における外国人差別的振る舞いに対する行動志向については、学習経験と行動志向

との単独の分析（クロス集計）では関連が見られたが、他の項目と並べた比較分析（多

項ロジスティック回帰分析）の際に、関連が弱くなった（見られなくなった））。 

第３に、高等学校における Life Orientation の学習経験による他者との関係の変化

との関連が見られた学校における人種差別的振る舞いに対して「抑止的」志向（「回避

的」志向と比較して）になる傾向は、学校のみではなく、家庭や地域における人種差

別的振る舞いあるいは、学校、家庭、地域における外国人差別的振る舞いに対しても

「抑止的」志向になる可能性が高いことを指摘した（クロス集計）。そして、そのよう

な結果は、「共生」のための教育が直接的に関連するのは、特定の場所や対象に対する

ものであったとしても、特定の場所における特定の対象に対する差別的振る舞いに対

して「抑止的」志向を抱くことが、他の場所における、そして他の対象に対する差別
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的振る舞いに対する「抑止的」志向とも間接的に関連しうる可能性を秘めていること

を指摘した（ただし、そのような関連は因果関係ではなく、他の媒介要素も考慮され

る必要がある点に留意する必要がある点も指摘した）。 

第４に、高等学校における Life Orientation の学習による他者との関係の変化の経

験と南アを象徴するものへの愛着の強さとの関連が見られた一方で、南アの国際化の

受容度の高さに関連が見られなかった（平均値の差の検定）ことから、本教科が学習

者の「ネイション」を越える志向とは関連していない可能性が高いという点を提示し

た。 

 

第６章の概要 

 第６章においては、第４章と第５章の分析結果の接点を探りながら総合的な考察を

行った（【研究課題③】）。そこでは、第１に、高等学校の Life Orientation の授業に

おいては、教員の判断で、「即興」で授業内容が変更されることがあり、それにより、

コンフリクトが発生した際に、「いま、ここで」柔軟に適応することが可能となってい

る側面があることを指摘した。そして、そのような特徴から、学校教育において、Life 

Orientationという授業空間が設定されていること自体に意義があることを指摘した。 

そして第２に、そのような授業空間においては、学習者にどのような認識や思考を

抱かせるか、あるいは、どのような思考を植え付けるか、ということよりも、いかな

る思考を抱いていたとしても、「尊重的な」マナーで振る舞うことができるような教育

／学習、すなわち、ライフ・スキルを身につけるための教育／学習が重視されている

側面があることを指摘した。 

また第３に、近年 Life Orientation に導入された「共通の試験」を巡る Life 

Orientation の教員の認識の分析からは、Life Orientation が重要な教科の１つとし

て認識されることにつながるという点から肯定的な認識が見られた一方で、「いま、こ

こで」の出来事を重視するがゆえに「共通性」の設定が困難であるという認識が見ら

れたことを指摘した。そして、そのような困難は、ナショナルな教科でありながら、

多種多様な取り組みを学校という場所の授業空間において営まれている、Life 

Orientation という教科の特徴であることを指摘した。 

そして第４に、そのような授業空間において重要な役割を演じる存在である、Life 

Orientation の教員が授業に取り組む際の人間観として、人間は「完璧」ではなく、「失

敗」する存在であることを指摘した。また、そのような学校における Life Orientation

という授業空間において、学習者が、時には「失敗」をし、時にはコンフリクトを経

験しながらも、「リラックス」できる環境の中で、「いま、ここで」起こる出来事に対

処するマナーといった振る舞いを身につけるという営みが、第５章で見られたような、

Life Orientation の学習経験による他者との関係の変化の経験と学校における人種差
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別的振る舞いに対する「抑止的」志向（「回避的」志向と比べて）との関連（しかもそ

の関連は、基本属性や社会経験といった他の項目との比較においても相対的に強い関

連であった）にもつながっている可能性について指摘した。 

 

第７章の概要 

 第７章では、南アの「共生」のための取り組みをもとにして、理論を可視化するこ

とにより、「共生」論の理論的補強を行った（【研究課題④】）。そこでは、第６章で見

られたような「失敗」を前提とした営みの背景には、マンデラをはじめとした南アの

思想家が表明してきた「赦し」という思想がある可能性について指摘した。そして、

第７章では、最後に、アパルトヘイトを経験しながらも、被害者も加害者も含み込む

選択肢をとった多文化社会南アの「共生」の実践からは、コンフリクトを含み込みな

がら「多様性の尊重」と「社会の凝集性」に同時に取り組む際の前提として、人間の

「失敗」を認めるという点を「共生」論に還元できるということを示した。加えて、

そのような「失敗」を前提としながらも、南アの教育者が、教育に対して悲観的では

なく、むしろ希望を抱いている様子を指摘しつつ、そのような前提を持ちながらも、

「共生」のための教育の営みを続けていくことは可能であるということを、現在の南

アの「共生教育」の実践からは学ぶことができることを指摘した。そして、そのよう

な学校内での「共生」のための教育の営みが――因果関係ではないという点、そして

様々な条件について考慮する必要はあるが――、学習者の学校内外における「共生」

志向とも――直接的ではなくとも――、間接的に関連しうる可能性について指摘した。 

 

終章の概要 

 終章では、研究のまとめと今後の課題について提示した。本研究の限界と、本研究

を通じて浮き彫りとなった今後の課題としては、主に次の点が挙げられる。それらは、

①「Life Orientation の学習経験による他者との関係の変化」を軸にしたさらなる分

析（変化の度合いや変化の中身に焦点をあてた分析など）、②Life Orientation の独

自性と一般性（他の文脈への応用可能性）に関する分析（他の文脈においてすでに議

論され、対応されてきた課題と、南アにおける同様の課題がどれだけ関連しているの

か、あるいはしていないのかに焦点を当てた分析など）、③南アにおける「ネイション」

カテゴリを対象とした「共生」のための教育の更なる分析（Life Orientation のみで

はなく、他教科との比較を通じた、南アの高等学校における「共生教育」の特徴に関

する分析など）、④Life Orientation の「共通の試験」と Life Orientation の授業実

践との関連の更なる分析（「共通の試験」が、今後、どのように定着していくのか、ま

た、そのような制度が定着することにより、授業空間の出来事が最優先される Life 

Orientation の実践がどのように変容するのかなどの分析）、の４点である。 
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４．研究の成果 

本研究では、南アの具体的な「共生」の実践を用いて、「多様性の尊重」と「社会の

凝集性」を同時に果たす、コンフリクトを含む「共生」論を可視化することにより、

その理論的補強を行った。そこでは、「美しくない」とされ、多くの場合――特に日本

の学校教育においては――批判的に捉えられてきたコンフリクトを前提とした「共生」

の実践であっても、学校という空間における差別的振る舞い（本研究では人種差別的

振る舞い）に対して、「回避的」よりも「抑止的」になる志向に学習者を導くことがで

きる可能性が示された。そのことからも、社会において、他者の「差異」を前提とし

た際に、論理的に避けることが困難となるコンフリクトに対して、悲観的になる必要

はないと言うことができる。むしろ、それらを前提とした上で、それらに対峙するた

めの適切なマナーを教育することが、「共生」のための教育では肝要になると言えるの

である。 

とはいうものの、そのような人間の「失敗」を前提としたコンフリクトを含む「共

生」を営む際にも、譲ることができないことがある。それは、自他の生命を危険にさ

らす、暴力的な形でのコンフリクトの回避を最優先することである。社会において自

他の「生」にしがみつき、他者と「共に生き延びる
．．．．．

」ことを最優先することで、自他

の差異とそれによって生じうるコンフリクトを前提とした「共生」のための営みが可

能となるのである。本研究では、アパルトヘイトを経験しながらも、過去の被害者も

加害者も含み込んで「共生」することを決断した南アの「共生」の実践のうち、特に

ポスト・アパルトヘイト世代に働きかける学校教育における「共生」のための教育と

しての Life Orientation の実践から、その点を「共生」論に還元した。 

現実社会における「共生」の困難を無視できない社会においては、「共生」概念にコ

ンフリクトが含まれざるを得ない。その点において、「共生教育」は、「共生社会」の

理想と現実を切り分け、実際に社会で他者と「共生」する術を、反省的かつ長期的視

野でもって養成する営みであると言える――「共生」は一足飛びには実現し難い営み

であり、「達成」できているか／できていないかの２択で「共生」を論じることは、そ

の営みの可能性を限定することになるのである。 

このような「共生」の取り組みは、確かに、南ア特有のアパルトヘイトという歴史

的背景やアパルトヘイト崩壊後の社会的背景を抜きにして捉えることはできない。し

かし同時に、南アは「特殊なケース」ではなく「世界の縮図」（峯 1998: 57）とされ

てきたように、南アでしか起こり得ない実践とは言い難い。そこには、確かに、他の

文脈の「共生社会」実現のための教育への展開の可能性が秘められているのである。 
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